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速報 令和5年度（2023年度）税制改正解説

資産課税 相続時精算課税制度の見直し（贈与税・相続税）

1 ．改正の概要

（１）相続時精算課税制度における基礎控除（年110万円）の創設

（２）災害により被害を受けた場合の再計算の導入

相続時精算課税制度を選択後も、毎年110万円（基礎控除）以下の贈与については贈与税申告が不要となる。

相続時精算課税制度の適用を受けた贈与財産が土地又は建物である場合において、当該土地又は建物が災害により

一定の被害を受けたときは、相続税の計算において当該土地又は建物の評価額を再計算することができる。

【贈与時】

⚫ 以下の算式により計算した贈与税を納付。

｛（贈与額－110万円）－2,500万円}×一律20％

【相続時】

⚫ 相続時精算課税選択後の累積の贈与財産（基礎控除

差引後）を相続財産に加算して計算した相続税から

、贈与時に納付した贈与税を控除した残額を納付（

控除しきれない贈与税相当額は還付）。

⚫ 相続財産に加算する贈与財産は贈与時の評価額で

固定。ただし、贈与財産が災害により一定の被害を

受けた土地・建物である場合は再計算。

（※1）基礎控除（毎年110万円）

贈与者（特定贈与者）が複数人いる場合は、

贈与額により基礎控除110万円を按分する。

（※2）特別控除（累積2,500万円まで）

（※）原則として60歳以上の父母または祖父母

などから、18歳以上の直系卑属（子または

孫など）に対し、財産を贈与した場合におい

て選択できる贈与税の制度
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速報 令和5年度（2023年度）税制改正解説

2 ．適用時期

3 ．実務上の留意点

4 ．今後の注目点

改正前 改正後

（贈与額－2,500万円(※1)）×一律20％ ｛（贈与額－110万円（※2））－2,500万円（※1）}×一律20％

　贈与の都度申告が必要
同左

ただし贈与額が年110万円以下
の場合は申告不要

対象範囲 　相続時精算課税適用後のすべての贈与財産
同左

ただし年110万円の贈与財産は除く

評価額 　贈与時の評価額
同左

ただし土地・建物が災害により
一定の被害を受けた場合は再計算

 （※1）特別控除（累積2,500万円まで） （※2）基礎控除（毎年110万円）

内容

贈与税の計算方法

贈与税申告手続き

相続財産
に加算する
贈与財産

上記1.（1）については2024年（令和6年）1月1日以後に贈与により取得する財産に係る相続税又は贈与税について

適用される。

上記1.（2）については2024年（令和6年）1月1日以後に生じる災害により被害を受ける場合について適用される。

上記1.（2）の対象となる土地又は建物の範囲、並びに災害による一定の被害の範囲及び証明方法がどうなるか。

暦年課税の場合は、本年度改正後も、加算期間内であれば年110万円以下の贈与であっても相続財産に加算され

るのに対し、上記1.（1）改正後の相続時精算課税の場合は年110万円以下の贈与であれば相続財産に加算されない。

また、基礎控除は暦年課税の基礎控除とは別枠となる。同じ贈与者からの贈与で両方の基礎控除を適用することは

できないが、例えば、父からの贈与で相続時精算課税の基礎控除を、母からの贈与で暦年課税の基礎控除を適用す

ることは可能である。

■相続時精算課税制度の改正前後の比較


